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1.
はじめに

2016年7月、オランダでCRPD（障害者権利条約）が発効した。障害者団体（DPO）のIeder(in)、Mind、Per Saldo、LFB、インクルージョン連合（Coalitie voor Inclusie）からなる国連条約実施同盟（Alliantie voor het VN-verdrag）が、オランダにおける条約の実施状況に関するパラレルレポート（alternative report）を作成する仕事を担った。この報告は「影の」（shadow）レポートとも呼ばれ、ジュネーブのCRPD委員会向けのものである。この委員会は、条約実施の遵守を監視している。オランダ政府は、条約で義務付けられている通り、批准から2年後の2018年に最初の報告を提出した　。

パラレルレポートでは、障害者自身が報告の執筆者と経験や意見を共有することが重要である。そのため、この同盟の会員団体のメンバーには、パラレル報告にさまざまな形で貢献してもらうことにした。このアンケートは、報告に貢献する方法の一つである。  

1.1 目的 

この報告の目的は、以下の質問からなるアンケートの結果を発表することである。
1.
参加者（回答者）の背景 

2.
パラレルレポートの作成にあたり、最重要と思うトピック（リストより選択）。

3.
リストから漏れているトピック 

4.
障壁を取り除くために政府（国、市町村、州）ができること。

前半は選択式設問で、後半は自由回答形式の設問であった。
1.2 構成

Ieder(in)が作成したアンケートに、合計623名が回答した。結果は4つの章に分けられ、それぞれ1つの質問への回答を述べている。第4の質問（政府は何をすべきか）については、多くの人が広範な回答を寄せている。そのため第5章がとくに長くなっている。
（訳注　Ieder(in)は、身体障害、知的障害、または慢性疾患のある人の連盟で、230の団体が加盟しているオランダ最大の障害当事者団体）。
2.
回答者

アンケートには623名が回答した。大多数（74％）は、自分自身の障害（disability）あるいは機能障害（impairment）の経験に基づいて回答している。残りの回答者は、ほとんどが家族や擁護者（advocates）であった。

	回答の選択肢
	回答

	障害のある人の生活体験から
	74.36%

	障害のある人の近親者として
	 25.47%

	障害のある人の擁護者として
	 18.29%

	その他、具体的には：
	 3.93%


アンケートは、国連条約実施のための連盟（Alliantie voor de implementatie van het VN-verdrag）を構成する団体のメンバーに送付された。これは、ソーシャルメディア上での呼びかけや、障害者団体（DPO）のニュースレターでの紹介によって行われた。Ieder(in)は、会員の名簿を通じて構成員に働きかけを行い、最も多くの回答を得ることができた。回答者の94%はIeder(in)の名簿からであった。

Ieder(in)の名簿からの回答がとくに多いということは、Mindの構成員である精神障害のある人の回答が相対的に少ないということである。このことは、結果を解釈する際に留意すべき点である。

 
3.
最重要テーマ

パラレルレポートに必ず盛り込むべき5つのトピックを尋ねた。その結果、次の3つのトピックがとくに多くあげられた。

1.
建築環境、公共交通、通信のアクセシビリティ（57％）。

2.
社会参加できるための十分な収入（46％）。

3.
差別・不平等な扱い（35％）

次に多くあげられた5つのトピック（28～32％）。

4.
補助器具 

5.
社会の一員であること 

6.
自立生活 

7.
個人の移動 

8.
ケアへのアクセス。

最も少なかったのは、政治的な活動の機会（2％）、暴力（3％）、医療における強制（4％）であった。

注：「医療における強制」が少ないのは、回答者に精神保健問題を抱える人が少ないことを反映していると思われる。 

	回答の選択肢
	回答

	建物、環境、公共交通機関、通信手段のアクセス
	56.83% 

	社会参加のための十分な収入
	45.54% 

	差別と不平等な扱い
	35,34% 

	個人の移動と健康補助器具
	31.51% 

	社会の一員であること
	29.87% 

	自立生活
	29.69% 

	個人の移動（例：地域のタクシーサービス）
	29.51% 

	ケアへのアクセス
	27.87% 

	個人的支援に対するコントロール
	24.23% 

	十分な個人的支援
	21.31% 

	均等待遇に取り組む行政の意欲
	20.22% 

	労働へのアクセス
	19.85%

	自分で選択できること
	19.49%

	良い教育へのアクセスとそのための必要な支援
	16.39%

	安全（街中およびその他で）
	14.03%

	軽蔑的な扱い
	13.30%

	苦情の申し立てや決定に対する異議申し立てができること
	13.30%

	障害のある子どもへの支援
	9.65%

	家庭生活を営む権利
	4.92%

	介護における強制
	3.83%

	暴力 
	3.10%

	政治的に活動する能力
	2.37%


4.
トピックの項目に欠けていたものは？
半数以上の参加者が、「（欠けているものは）何もない」という回答または無回答だった。回答した人も、22のトピックのいずれかに該当する問題をあげた人が多かった。これは、多くのトピックが、条約の条項に関連しているものの、抽象的に書かれているためであると理解できる。いくつか例を挙げる。 

・　強制投薬からの保護（＝医療における強要）

・　十分な適合住宅（＝社会の一員であること）

・　適応された遊び場（＝建築環境のアクセシビリティ）

回答されたトピックで、リストに直接関係していないものは以下の通り。
・　孤独（孤独、人間関係を持つことの難しさ） 

・　セクシュアリティ（相互関係を持つ、セクシュアリティについて話す） 

・　官僚主義

・　電磁波（場）の増加

5.
障壁除去のために政府がすべきことは？ 

この質問に対する多くの回答から、参加者は政府が多くの分野でやるべきことがたくさんあると感じていることが明らかになった。次の反応は、それをよく表している。
・　デルタ計画（オランダを大洪水から守るために前世紀に行われた大規模な堤防工事で、多大な人力と資金を投入して行われた）を作って障壁を取り除くこと。私は5つのトピックにチェックを入れるように言われたが、チェックを入れたのはもっと多かった。

政府にできることは何かという問いに対する答えは、テーマや抽象度の高さに関してさまざまであった。個人的な問題に対する具体的な解決策を提示したものもあれば、集団的な問題に対する、より政策的なものもある。しかし、多くの回答で、一定のテーマや提言が繰り返されている。 

5.1 聞くことの重要性

最も多くあげられた願いは、政府（government行政）が障害のある人の声にもっと耳を傾けることであった。「聴く」（listening）は62の回答に、「対話をする」は16回、「話す」は14回出現した。また、政府が当事者やその団体と直接話をするべきだという回答もあった。 

・　その結果どうなるかを考えること、さらによいのは、まず現場の人たちと話をすること。たとえ1日、2日かけても、実際に体験してみることは損にはならない。

・　机上や図面上ではなく、一度、私たちのレベルで体験し、実際に私たちと一緒に考えてみる。

・　当事者との話し合いに入ること。擁護団体を支援すること。

個別的なレベルで効果的な解決策に至るには、提案に耳を傾けることが重要だという回答が多く見られた。 

・　住民・利用者・関係者との話し合い。自己権利擁護者（セルフアドボケイト）や障害のある人を雇用したり、障害者団体が主導する方針に従うこと。

・　障害のある人の声に耳を傾けること。市町村の手続きがあまりにも狭く規定されるため、個々のニーズに合わせることができなくなり、あたかも市町村から金をだまし取るかのように、不信の目で見られるようになった。これは、行政に対する一人一人の信頼に多大な影響を与える破壊的な傾向である。

・　心理的、精神科的な問題は、真剣に受け止める必要がある。身体的な障害と同じように真剣に。 

・　予算を削減するのは、より良く話を聞き、より良い処遇を提供した後でなければならない。なぜなら、今は間違った便宜が提供されており、結局は2倍の費用がかかる。

政府は、自己権利擁護者（障害当事者、セルフアドボケイト）の専門知識を活用する必要がある。
・　セルフアドボケイトを雇おう。彼らは、問題の解決策をより早く見つけ出すということが何を意味するのかがわかり、かつ、感じる。
・　当事者と議論すること。先入観なしに、人のためでなく、人とともに考える。

話し合いは、尊敬を伴う対応と尊厳に貢献する。
・　障害のある人のことを真剣に考え、障害のある人について話すのではなく、障害のある人とともに話そう。良質で変化に富んだデイプログラムを提供する。誰もが手芸をしたり、サンドイッチをご馳走したいわけではない。

・　患者や障害のある人が本当に必要としているものは何かを観察し、心に留めておくこと、・・・・、そして地域社会でのボランティア活動や趣味を続けられるよう手助けしてほしい。子どものようにベッドに行けるよう、暗くなる前に帰宅するのを強要してはいけない。

ろう者や聴覚障害のある人が話を聞いてもらえることはさらに少ない。これには注意が必要である。
・　すべての市町村で、少なくともろう者および聴覚障害のある人の背景に精通し、オランダ手話言語を話す（あるいは少なくとも通訳者を利用する）ことができ、市町村内での可能性（訳注　利用できるサービスの可能性）についての情報を積極的に提供し、効果的な紹介ができる人をサービスに配置する必要がある。

5.2 ルールの作成と実施  

国内の規則や規制をもっと整備する必要があるという意見がよく聞かれた。人々は、自発的な法令順守のアプローチでは、ほとんど進歩がないと考えている。特に、建築環境の物理的なアクセシビリティ規則を改善する必要がある。 

・　CROW（オランダの非営利団体で政府の公共事業・水管理総局の諮問機関）やITSのガイドラインのようなアクセシビリティ・ガイドラインを建築規則の義務項目とする。レストランやホテル、店舗などの公共スペースや公共交通機関の完全なアクセシビリティを要求する。

・　建築物のアクセシビリティを法令で義務化する必要がある。建築物を障害のある人が利用しやすいようにするため、建築令を改正する。十分な障害者用トイレの設置を義務付ける。できれば、スカンジナビア諸国（500メートルごとに障害者用トイレが必要）のような法的義務が必要。

法的なルールの要求に次いで、アクセシブルな社会を実現するために必要なこととして、強制力をあげる回答が多くあった。次のような制裁を求める声が聞かれた。
・　指摘された問題の解決を図り、なお解決しない場合は政府に罰金を科し、強制的に解決させる。政府はいつもお金を言い訳にして何もしない。

・　その機関が行動を起こさない場合は規制を強化し、罰金を科す。 

・　条約をもっと完全に遵守し、制裁金を課す。多くのことが先延ばしされ過ぎている。
・　条約違反に罰金を科す。やっと法律ができたが、中でもMKB（中堅・中小企業）（訳注　オランダの主要な中小企業経営者団体連合会）は無視しているように見える。罰金を科されれば、法律を尊重しなければならなくなるはずだ。スロープを設置するには、中小企業には費用がかかりすぎることが多い。罰金だけでなく、補助金もあれば、文字通り敷居が低くなる。

・　政府（国・地方）は、インクルージョンが重要であると言うだけでなく、インクルージョンがすべての決定の基礎であることを示さなければならないはずである。 

認可や許可の要件に含めることで、アクセシビリティを義務化できる。
・　公共交通機関の認可にCRPDを含める。これは現在行われていない。そして、市町村が政策を立てる際に、条約を前面・中心に出すよう励ますこと。 

・　申請や許可のプロセスにおいてアクセシビリティが忘れられているために、いまだにすべてのイベントやフェスティバルに行くことができないのはどうしてか! 

・　新しい規則や新しい政策は、国連CRPDに照らして検証されなければならない。 

・　政府（国/地方）は、インクルージョンが重要だと思うと言うだけでは許されず、インクルージョンがすべての決定の基礎になっていることを実際に示さなければならない。
　　・すべての行政協定にインクルージョンの項を入れ、それを法律で義務付ける。
5.3 法的保護の改善 

また、条約のルールに違反した場合の個人への法的保護が強化される必要があると人びとは感じている。次の意見の3番目では、オランダ憲法第1条の平等保証が、障害を差別の根拠としてあげていないことに言及している。

・　政府は、私たちが権利を主張するための具体的な方法を提示しなければならない。しかし、この条約は、一般市民にとっては、張子の虎のようなものでしかないようだ。補助犬を連れて入るのを拒否されたのに、警察は何もできないと言ったという話をいくつも聞いている。そして、人権機関（College Rechten van de Mens, CRM）に行けと何度も言われるが、人権機関はアドバイスしかできず、そこで苦情を言うのは大変手間がかかる。政府には、条約違反に対して迅速に制裁を課す権限を与えるべきである。  

・　個人通報議定書を批准すること。 

・　国連条約とオランダ憲法第1条を実施する。政府は市町村にあらゆることを要求しているが、市町村には誰も何かを強制できる人はいない。何ごとも義務ではない。オンブズマンやCRM（人権機関）も同様で、その決定には拘束力がない。ハーグの政府にしか訴えられない。しかし政府は、拘束力のある規則を作るわけではない。そのため、国連条約は単なるシャボン玉であり、障害のない人に仕事を提供し、障害のある人から利益を得るための手段でしかない。

5.4 意識の向上への取り組み 

障害のある人の権利に関する啓発は、政府の責任であると考えられている。これをどのように行うべきかについては、さまざまなアイデアがある。多くの人が、意識向上キャンペーンを改善するための提案をしている。
・　哀れみを誘う障害のある人ではなく、参加する権利のある人として示す広告を作る。私たちが存在するのは慈善の問題ではなく、人権の問題だということ。

・　テレビ・ラジオのスポット広告で、障害のある人も高等教育の学位が取れ、レストランでは、ウェイターが付添い人に「何を注文しますか？」と聞かなくても、自分で食べ物や飲み物を注文できることを伝える（「18までは禁酒禁煙」（nix）キャンペーンのスポット広告のように）。啓発は、見えない障害を見えるようにすることでもある。 

しかし、それと同じくらい多くの人が、障害のある人が社会に参加することを通じて、受容と平等が最もよく達成されると言っていた。
・　社会が障害のある隣人と「出会う」ようにしよう。これらの人々が、ただ、見えるようにするために、アクセシビリティに投資する。トイレケアが必要になりがちの人も含めて、簡単にアクセスできる建物を作るよう要求する。アクセシビリティは常識という態度を表現する。珍しいことでも、例外的なことでもない、と。

・　差別はいまだに大きな問題である。行政（政治）に平等がなければ、社会にも平等は反映されない。すべての人の声が聞かれるように、姿が見えるようにすることから始めよう。 

・　障害のある子どもを社会に参加させることによって、子どもは、障害があっても違わないことを学ぶ。これを早くから始めれば、見返りなしに他人を助けるのが普通と社会に教えられる。

5.5 より敬意を伴った対応 

障害のある人に対するアプローチは、「インクルーシブ（包摂的）」であるべきで、また「我々対彼ら」という考え方（us-and-them thinking）から抜け出す必要がある。誰もがそもそも人間であり、完全な人間として扱われることを望んでいる。この点で、政府は良い手本を示すべきである。
・　政府は、障害のある人が人間以下の存在であるかのように、つまり、お金がかかり、何の付加価値も生まない人として、振る舞っている。

・　最善を尽くすべくもっと頑張れ！オランダでは、なぜ障害のある人とない人の間に差があるのか？私はこれが理解できない。こんなこと言ってないで、必要な人をサポートすべきだ! そもそも我々は人間だ!!! たまたま障害を持った人だ。

・　ケアや補助器具の質がいかに低いか、人々はしばしば信じがたい思いをしている。私たちは二級市民であり、与えられたもので満足すべきで、文句は言うべきではないと考えられている。 

政府機関も含め、恩着せがましい態度、傷つける言動、私たちが制度を悪用しようとしているかのような振る舞い。これはやめなければならない。　
・　WMO（社会支援法。市町村が支援を提供）の担当者や車椅子タクシーの運転手など、障害のある人を支援するために存在する当局による恩着せがましい態度はやめてもらいたい。周りの人たちもやめてもらいたい。あなたは能力を持った市民であり、幼い子どものように保護され、扱われるべき哀れな小鳥ではない。 

・　より良い社会生活を望むが、それはビンゴの夕べを意味するのではない。 

・　管理を弱めてほしい。誰もが制度を食い物にしようとしているわけではない。 

・　より人間的な対応のための研修を。週に3時間のサポートのために受けなければならない尋問は、ただただ屈辱的だった。

5.6 市町村による条約実施への監視と指導の強化

中央政府は条約実施の責任があり、良い手本を示すべきである。 

・　良い手本を示し、条約が真に要求していることを実行する。制裁を課すことができる場合は、必ず課す。

そして、政府は市町村が条約を正しく実施するよう確保し、監視しなければならない。
・　政府は市町村に対してもっと厳しい態度で臨むべきで、資金援助も必要である。また、条約の目的について、人々に、特に地方の官僚に積極的に情報を提供する必要がある。社会チームは効果的に機能しておらず、しばしば彼らの判断だけで支援要請を拒否する。市町村そのものが、社会チームの後ろに隠れていて、アクセスできない。市町村が住民を支えることが重要。政府は、この点について住民にアンケートを送ってもいいのではないか。

・　地方政府には、その任務を遂行するために十分な、使途を定めた予算を与え、拘束力を伴った期限を守らせること。
5.7 より個別的な支援と個人介護予算（PGB）の利用

障害者支援において、政府は人それぞれの違いを考慮しなければならない。物理的なアクセシビリティだけでなく、視覚や聴覚にかかわるアクセシビリティにも注意を払わなければならない。また政府は、個人のニーズに合わせた支援の可能性を保証しなければならない。
・　支援をカスタマイズ（要望に応じて修正）する余地を与えること。すべての障害が同じ基準に収まるわけではない。

・　テレビ、映画などの字幕、公共交通機関での案内など、視覚的な情報を提供する。職場や教育現場での通訳（筆記通訳を含む）の利用を促進する。 

・　障害のある人に合わせたプログラム。仕事・学習と介護の両立、両領域を隔てる壁を作らない。

・　障害のない友人、隣人、パートナーにすべてを押し付けることによって、家族として機能しなくなったり、依存関係が生まれて人間関係が圧迫されたりしないように、もっとカスタマイズする。 

個人介護予算（Persoons Gebonden Budget, PGB、　訳注　障害者個人に結びつけられた予算）は、カスタマイズされたケアと個人による管理を促進する方法として、何度も言及されている。

・　通常の生活を送るため、PGB、サービスや補助器具をより多く利用できるようにする。

・　人々が自分の生活をコントロールし、自分自身の目標に向かって活動できるように、PGBの利用を促進する。

・　個人的なコントロールは、あらゆる面で促進される必要がある。PGB万歳!

5.8 官僚主義を減らす 

人々が適切な支援を受けられるよう、官僚的形式主義を減らし、適切な情報を提供することが必要である。 

・　問題を抱えた子供の親が助けを求めた時に、窓口をたらいまわしさせることはやめるべき。 (中略）厳しい規則の字面を超えたところに目を向ける。トイレ訓練もできないような重度・複雑な障害（emb）のある子どもには、一生おむつを与えるべきで、毎年新たに申請させる必要はない。

・　透明性を高め（どの局で、いつ、どのような手続きで、など）、自分の居住地や地域外での支援の手配をしやすくする。介護は地域内で購入することが多く、自分の地元・地域のことしか知らない介護事業者は、他の州・市町村での依頼に対応できない。

5.9 （インクルーシブ）教育へのアクセスの保証

インクルーシブ教育は、社会参加のための重要な前提条件と考えられている。政府はこれを実現するために行動を起こさなければならない。 

・　条約のすべての権利を実施する計画を立て、教育を優先させる。障害のある子どもの多くは、普通の学校に行くことができない。差別はすでにそこから始まっている。普通の学校にすべての子どもが行けるようになれば、誰もが仲良くやっていくことを学び、障害のある子どもも同じ権利を享受したいと思っていることを誰もが理解できる。
・　障害児を普通教育に組み入れよう！
・　政府は、教育を受ける権利を実現し、すべての子どもによい教育が可能であることを保証しなければならない。 

・　教育に関して、解決策が必要である。私たちの娘は、医療型デイケア（KDC）にも、重度の学習障害のある子どものための特別支援教育にも適合せず、入学を義務付けられていないため、何の教育も受けていない。しかし、この市町村には、家庭で彼女に適合する解決策を提供する資金もない。

・　障害や病気のある子どもにも、また教室に行けない場合も、教育を受ける権利を与えよう。今、病気と報告すると、青少年ケアや少年少女の収容施設に入ることになる。  

・　学習障害のある子ども（zmlk）はもっと長く学校にいられるようにすべき。障害児の親の意見はもっと真剣に聞くべき。

・　専門的なケアの待ち時間を短くし、適切な教育を保証すること。今現在、子どもが適切な教育を受けられるようにする権限のある機関がない。障害児の親の言うことは聞いてもらえない。

5.10 労働市場における地位の強化 

数人が、障害のある人の有給雇用の機会を改善するために政府がとった措置に言及している。雇用主は、職業的障害のある人に雇用を提供するよう要求され、奨励される必要がある。

・　障害のある人の雇用を企業に義務付け、促進し、監視する。

・　雇用主が障害のある人を雇用できるよう、助成金や税制上の優遇措置を行う。

・　本当に重要なことは、障害のある人を雇用する際に、障害のない候補者と競争する必要がないことである。さまざまなレベルの障害のある人が行える仕事を増やす必要がある。

職位や職場の適応が可能でなければならないし、競争的賃金（competitive wage）が支払われなければならない。  

・　労働市場では、中小企業での雇用の可能性をより魅力的なものにする。また、雇用主が病気になった従業員を交替させるための規則を簡素化する。 

・　我々を社会に参加させることを望まず、開かれた労働市場についていけないからと道端に捨ててしまう。そして、もし障害者のグループが開かれた労働市場で働けるのであれば、貧困規範（基準）によるものではなく、競争力のある賃金を支払うべき。

適応された仕事がないのであれば、政府自身が適切な雇用を提供するか、失業手当を社会参加できるだけの額に引き上げなければならない。
・　障害のある人にとって非常に有益であった保護雇用（sheltered employment）が大幅に予算削減されたため、雇用へのアクセスが必ずしも容易ではない。障害のある人は雇用され、評価され、社会的な役割を担っていた。それはこれらの対象者にとって本当に重要なことである。

・　障害のある人がもっと簡単に仕事を見つけられるよう支援すべき。応募書類を20通（週末の日を除いて1日1通）書いたことを示すことを義務づけるのではなく。また、保険で払い戻されない薬が必要な場合に、確実に補助がなされるようにすること。 私自身のことだが、父と同居しており、費用負担者基準（kostendelersnorm）に直面している。毎月の給付援助から、家賃の半分、健康保険および控除金額38.50ユーロをどうにか捻出している。私の給付金からは何も残らないに等しい。

5.11 地域生活の促進
政府は、高齢者、若者、障害のある人のいる家庭など、さまざまな集団のために、十分な数の利用しやすい住居を確保する必要がある。
・　車椅子対応の住宅を、地域の普通の近隣に建設し、老人ホームを作らない。

・　家族と一緒に適応した生活をしたい（私の切なる願い）。母である自分が病気になる可能性、家族を持つ可能性、その他のことが必要になる可能性を誰も考えない。利用できる支援が必要になったとき、どこからも締め出され、また、基準に適合しない。
・　新しく建てる建物（オフィスビルでも住宅でも）は、すべてバリアフリーにしてほしい。古い公共施設はなるべくバリアフリーにする。そして、自動ドアクローザーと高さ10cmの敷居を持つ障害者用トイレを建設しない。

革新的な生活様式や市民の取り組みは、政府の支援を期待できるものとすべき。
・　障害のある家族がいると、生活のあらゆる分野に影響が出る。適切な介護を受ける、適切な住居を見つけるなど、もっと賢くアプローチする必要がある。例えば、高齢者ケア、障害者ケア、チャイルドケアの事業を組み合わせるなど。市民や高齢者のイニシアティブなどを鼓舞し、全面的に支援すべきである！  

直接接する環境は参加しやすく、住宅は手頃な価格でなければならない。
・　身近な周囲で接する可能性を増やす。そうすれば、障害のある人は社会の一員となる。教育、スポーツ、適応した遊び場などで、これを促進すること。

・　障害のある人や介護費用のために、馬鹿げた家賃の値上げを取り下げる必要がある（税減免や自己負担額）。

5.12 移動の改善 

誰もがいられるアクセシブルな公共空間への取り組みが求められている。
・　建設された公共環境は、誰もがアクセスでき、使用できるものでなければならない。AからBへ移動する際に、障壁により移動が妨げられるべきではない。

そして、政府は公共交通機関をより利用しやすくしなければならない。 

・　アクセシブルなバスや電車を導入するよう、事業者に義務付ける。

・　公共交通機関は、電動車椅子でも利用できるようにすべきである。(ヨーロッパの規制に基づいて拒否される。) 車椅子の高さは1.09メートル以下ということになっている。

・　公共交通機関：電車の床面をホームと同じ高さにするか、少なくとも介助を受けるための時間を30分に短縮することを義務付ける。

そして、補助交通（supplemental transportation）の質を向上させなければならない。 

・　自然豊かな地域など、郵便番号のない場所への交通手段も提供すること。これはシステムで処理できない。

・　WMO（社会支援法）が提供する交通手段を改善する必要がある。車いす移動の待ち時間、乗車時間が長い。 

・　適切な補助器具と交通手段を提供することで、社会的なイベントに参加する機会を公平にする。

5.13 貧困防止

多くの人が、余分な介護費用や自己負担を抑えるために、政府が対策を講じる必要があると述べている。余分な費用がかさみ、手元に残るお金が少なくなり、社会参加が難しくなっている。
・　もっと介護にお金と注意を向け、介護が手ごろな費用で受けられるようにする。 

・　介護/薬/支援機器/自己負担とCAK（Centraal Administratie Kantoor　中央管理局）の控除などの費用の複合化と、介護費用の非課税措置の継続的な削減を税務当局と取り組む。

・　 均等待遇により、介護費用の複合化を確実に消滅させること。給付があるのはありがたいが、介護費用・控除・薬で完全に使い切ってしまう。

・　在宅介護の自己負担をなくしてほしい。すでに余分な費用がたくさんある。

貧困に陥らないようにするための所得支援にもっと注目する必要がある。
・　所得支援に目を向ける。介護費用がしばしば貧困の原因である。

・　経済的に社会参加が可能なようにする。

・　慢性疾患や障害のある人の所得・給付を上げること。健康な受給者が仕事を探すことができたとしても、ほとんどの場合、貧困から抜け出すことはできないからである。

（翻訳：佐藤久夫、松井亮輔）
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